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別紙 

仕様書 

 

１．件名 

ISMS「外部審査対応」を含む活動支援及び「規格改訂対応」に係る支援業務 

 

２．目的 

発注者は情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格である ISO/IEC27001:2013（以下

「ISMS」という。）の認証を 2016 年 12 月に取得し、現在は海外事務所を除く国内全拠点を対象範囲

として、ISMS 推進活動を行っている。 

2022 年 10 月に ISO27001（ISMS）規格改訂があり、発注者は 2024 年度に移行審査を受審予定であ

る。このため、2023 年度はこれまで通りの ISMS 推進活動（10 月下旬にサーベイランス審査受審予定）

に加えて、ISO/IEC27001:2022 発行に伴う対応を行う必要があり、専門的な知見とノウハウが必要と

なる。10 月の「外部審査対応」を含む活動支援及び「規格改訂対応」について、情報セキュリティ管

理及び技術の専門家の支援を受け、発注者における PDCA サイクルを基本としたマネジメントシステ

ムを維持することを目的とする。 

なお、発注者は国立研究開発法人として「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準

群（以下、「政府統一基準群」という。）」に準拠した情報セキュリティ管理規程を整備したうえで、ISMS

規格に準拠するための施策を行っている。 

 

３．業務の概要 

受注者は、発注者が実施する現在の ISMS 推進活動を支援するとともに、新規格への移行に係る必要

な助言及び作業支援並びに ISMS 推進担当者等への教育を行うこと。 

なお、発注者が現在保持している ISMS 認証は以下のとおり。 

・認証登録番号：IC22J0547 

・有効期限：2025 年 10 月 31 日 

 

４．履行期限 

2024 年 3 月 25 日まで 

 

５．認証対象範囲 

2023 年 7 月 1 日時点における、ISMS 認証の対象範囲は以下のとおり。ただし、法令等の改正又は

発注者の都合により、業務プロセスの変更、組織改正等が発生した場合は、変更部分に対する審査工数

が加算される可能性がある。 

（１）審査対象組織 

審査対象組織は、発注者のホームページ「組織図」に示される、海外事務所を除く全ての部門。 

（２）審査対象者 

「５．（１）審査対象組織」における職員とし、詳細については ISMS 事務局員と調整すること。 
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（３）審査対象人数 

1,500 名 

（４）審査対象場所 

（ａ）本部 

神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番 ミューザ川崎セントラルタワー 

（ｂ）NEDO 分室 

東京都千代田区霞が関一丁目 4 番 2 号 大同生命霞が関ビル 

（ｃ）革新蓄電池開発センター 

京都府宇治市五ケ庄 京都大学宇治地区キャンパス 先端イノベーション拠点施設 309 号室 

（ｄ）関西支部 

大阪府大阪市北区大深町 3 番 1 号 グランフロント大阪 ナレッジキャピタルタワーC 

 

６．ISMS 支援業務管理要件 

（１）支援業務計画書の作成 

受注者は、本業務開始から５営業日以内に「ISMS 支援業務計画書」（案）を作成し、発注者に

提出し、発注者の了承を得ること。「ISMS 支援業務計画書」（案）においては、業務責任者、業務

管理者、その他各チームの役割、作業分担等を明記した支援体制図及び秘密保持体制の案を包含す

ること。また、具体的なリスク、課題管理方法を含む支援業務管理要領の案を包含すること。 

なお、支援体制には、ISMS 主任審査員、ISMS 審査員又は ISMS 審査員補の資格を持つ要員を

1 名以上含むこと。また、その他の要員は全て、以下の資格のうち 1 つ以上を保持していること。 

・ISMS 主任審査員、ISMS 審査員又は ISMS 審査員補 

・情報処理安全確保支援士 

・CISSP 

・公認情報セキュリティ監査人又は情報セキュリティ監査人補 

・情報セキュリティスペシャリスト 

・CompTIA Security＋ 

（２）会議体等 

（ａ）受注者は、月 1 回（原則、第２ 又は第３ 水曜日午後）、全体のとりまとめを行う ISMS 事務

局を構成する職員（以下「ISMS 事務局員」という。）との打ち合わせに参加すること。また、当

該打合せの議事録を作成すること。議事録は打合せ開催後、1 週間以内に発注者に提出し、発注

者の了承を得ること。 

外部審査にて発生した課題及び不適合の対応及び規格改訂対応における課題等についても、こ

の打ち合わせにて、報告、検討をすること。 

なお、本打ち合わせは、部門内の ISMS 推進担当となる職員（以下「ISMS 推進担当者」という。）

が出席する「ISMS 推進 WG」の議事等について事前に調整を行う場でもある。 

（b）発注者から要請がある場合、受注者は発注者が開催する会議体へ参加すること。 

（３）その他 ISMS 支援業務管理要件 

（ａ）電子メールを本支援業務で使用する場合は、電子メールを識別するため、ISMS 支援業務計画
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書でメール送受信ルールを規定すること。電子メールを利用して電子ファイルを送付又は受領

する場合は、パスワードにより暗号化した圧縮形式のファイル（ZIP）又は発注者が用意するフ

ァイル転送用ストレージサービス（PrimeDrive）を用いること。パスワードについては発注者

と協議のうえ別途決定すること。また、電話によるコミュニケーションについては、別途電子メ

ール又は文書を用いて決定事項等を記録し、共有すること。 

（ｂ）送付又は受領した資料等については授受管理表を作成すること。業務終了後は受領した資料等

を確実に消去又は廃棄し、発注者に報告すること。 

 

７．業務内容 

（１）支援業務計画書の策定 

受注者は、「ISMS 支援業務計画書」（案）を作成し、発注者の了承を得ること。計画内容には、

発注者が作成した ISMS 推進計画に沿って作業時期及び工数（目安）を記載すること。計画書の詳

細については、「６．（１）支援業務計画書の作成」を参照のこと。 

（２）ISMS 文書及び関連する規程、法令等の把握 

受注者は、発注者が現在までに整備した ISMS 活動に係る文書を確認し、必要な助言及び作業支

援を行うための情報を収集、整理すること。また、発注者は公的機関として、内閣サイバーセキュ

リティセンターが発行する「政府統一基準群」に準拠する情報セキュリティ関連規程を整備する必

要があり、ISMS 文書は規程類の細則として整備していることを踏まえ、政府統一基準群及び関連

する法令等についても、内容を把握すること。 

（３）ISMS 外部審査に関する助言及び作業支援 

受注者は、発注者が ISMS 審査登録機関から審査を受ける際にオブザーバーとし全ての審査に

同席し、審査内容の記録、指摘内容への助言と、審査準備等の作業支援を行うこと。なお、現時点

で審査登録機関と合意している ISMS 審査の計画は、概ね以下のとおり。 

・実施時期：10 月 24 日（火）～27 日（金） 

・審査工数：4 日間 × 審査員 2 名（サーベイランス審査） 

・審査場所：「５．（４）審査対象場所」に記載のとおり。 

・審査対象：川崎の本部と霞ヶ関にあるＮＥＤＯ分室の予定。 

（４）課題・不適合等発生時の助言及び作業支援 

受注者は、外部審査にて発生した課題及び不適合の対応において、原因分析及び是正処置等に対

する助言を行い、ISMS 事務局員の作業支援を行うこと。 

（５）規格改訂に向けた ISMS 文書等の作成、改訂等に関する助言及び作業支援 

受注者は、ISMS 規格改訂に向けて対応すべき項目の洗い出し、ISMS 文書の作成、改訂等の作

業に対する助言を行い、ISMS 事務局員の作業支援を行うこと。 

（６）ISMS 規格改訂による ISMS の変更箇所等の報告 

受注者は、ISMS 規格改訂による ISMS の変更箇所等について、資料を用意のうえ、発注者へ報

告を行うこと。 

（７）発注者の ISMS 推進活動の支援と今後の活動に向けた助言の提供 

専門家としての観点から発注者の ISMS 推進活動を支援するため、ISMS 推進事務局会議へ参加
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し、ISMS 事務局員の作業支援を行うこと。また、今後考慮すべき管理策、改訂すべきルール、ISMS

推進活動全体に対する懸念等と、それに対する対策案としての助言があれば提示すること。 

（８）支援業務実施報告書の作成 

受注者は、本業務の内容をまとめた「ISMS 支援業務実施報告書」を作成し、発注者に報告し、

発注者の了承を得ること。 

 

８．納入成果物等 

（１）納入成果物及び納入期限 

以下の「表 1 納入成果物一覧」に示す提出書類一式を作成し、納入すること。 

表 1 納入成果物一覧 

項番 納入成果物 掲載場所 納入期限 

1 ISMS 支援業務計画書 ７．（１）支援業務計画書の策定 発注者が別途指示する。 

2 ISMS 支援業務実施報告書 ７．（７）支援業務実施報告書の作成 2024 年 3 月 25 日 

3 業務完了報告書 10. 業務完了報告書 2024 年 3 月 25 日 

４ 議事録 ６．（２）（a） 打合せ終了後 1週間以内 

（２）納入方法 

納入成果物を納入する際は以下の条件を満たすこと。 

（ａ）全ての納入成果物は、書面及び電子媒体を各 1 部納入すること。 

（ｂ）全ての納入成果物は、日本語で記載すること。ただし、固有名詞については日本語以外での記

載も可とする。また、専門用語には説明を付すこと。 

（ｃ）書面は A4 判（A3 判を用いる場合は、織り込んで A4 判に収まる形態）とすること。 

（ｄ）電子媒体に保存するデータの形式は、PDF 形式及び Microsoft365 で扱える形式とすること。

なお、押印を必要とする納入成果物は PDF 形式とする。 

 

（３）納入場所 

   郵便番号 212-8554 

神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番 ミューザ川崎セントラルタワー 20 階 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 システム業務部 

 

９．情報管理体制等 

（１）受注者は本業務で知り得た情報を適切に管理するため、次の履行体制を確保し、発注者に対し

「情報取扱者名簿」（氏名、所属部署、役職、国籍等が記載されたもの）及び「情報管理体制図」

（情報セキュリティを確保するための体制を定めた書面）を契約前に提出し、発注者の同意を得る

こと。また、個人住所、生年月日、パスポート番号については、発注者から求められた場合は速や

かに提出すること。 

 なお、情報取扱者は、本業務の遂行のために最低限必要な範囲で設定すること。 

（確保すべき履行体制） 

契約を履行する一環として受注者が収集、整理、作成等した一切の情報が、発注者が保護を要
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さないと確認するまでは、情報取扱者名簿に記載のある者以外に伝達又は漏えいされないこ

とを保証する履行体制を有していること。 

（２）本業務で知り得た一切の情報について、情報取扱者以外の者に開示又は漏えいしてはならない。

ただし、発注者の承認を得た場合はこの限りではない。 

（３）（１）の情報セキュリティを確保するための体制を定めた書面又は情報取扱者名簿に変更がある

場合は、予め発注者へ届出を行い、同意を得ること。 

（４）発注者が提供した資料又は発注者が指定した資料の取扱い（返却・削除等）については、発注者

の指示に従うこと。 

 

１０．業務完了報告書 

受注者は全ての業務が完了したときは、業務完了報告を 2024 年 3 月 25 日までに通知すること。併

せて授受管理表に基づき、受領した資料等を確実に消去又は廃棄し、発注者に報告すること。 

 

１１．その他 

（１）受注者は、本件の遂行にあたり、情報に対する不正アクセス、情報漏えい及び改ざんを防止する

ため、機密性、完全性及び可用性の観点で対策を行うこと。 

（２）受注者は発注者の情報セキュリティ管理規程等を遵守すること。 

（３）支援業務に伴い発生する交通費、印刷費、通信費等については本調達の範囲内とすること。 

（４）発注者の職員と日本語でコミュニケーションが可能で、かつ、良好な関係が保てること。 

（５）本業務の実施に際しては、発注者の関係部門の通常業務に支障を来さないよう十分留意のうえ実

施すること。 

（６）受注者が適格請求書発行事業者である場合、発注者に対し適格請求書を交付すること。 

（７）本業務の実施にあたり、疑義を生じた場合又は本仕様書に記載のない事項については、発注者と

協議のうえ解決すること。 


